
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

                                     
                                ※平成29(2017)年調査では高齢者層の回答が増加したことによる回答傾向の変

化等があったことから、経年比較に関しては注意が必要 

                       

                       

 
 
                （総務省 通信利用動向調査より） 

 

 

 

 

 

 

（総務省 通信利用動向調査より） 

 

 

 

 

46.3

66.0
73.0 78.2 82.8 80.9

20

40

60

80

100

平成13年末平成16年末平成19年末平成22年末平成26年末平成29年末

インターネット利用者の割合の推移（個人）%

 

情報通信の動向 

携帯電話やブロードバンド

などの情報通信基盤が整備さ

れ、全国でのインターネット

の人口普及率は 80.9％とな

っています。 

また、情報通信機器の世帯

保有率において、スマートフ

ォンは、75.1％と初めてパ

ソコンの値を上回り、著しく

普及が進んでいます。 

  

ICT を取り巻く環境が大きく変化していく中、本県の現状を整理・確認しながら、今後求

められる情報化方策を計画的、総合的に推進するための指針として、「とちぎ ICT 推進プラ

ン 2016～2020」を平成 28（2016）年 3 月に策定いたしました。 

また、「官民データ活用推進基本法」の施行（平成 28(2016)年 12 月）等の国の動きを

踏まえ、官民データの適正かつ効果的な活用による地域活性化や地域課題の解決を図るた

め、平成 31(2019)年 3 月に改定を行い、プランを「官民データ活用推進基本法」に基づ

く都道府県官民データ活用推進計画として位置付けました。 

１ 
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（総務省 平成 29 年通信利用動向調査より）、※県調べ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

基本目標Ⅰ ICT を活用した県民の利便性の向上と活力の創出 

○ 新たな技術や施策を踏まえて教育や防災、環境、その他地域における課題等に対   

   応することにより、県民生活の利便性の向上や本県の活力の創出を目指します。 

○ ICT を適正・有効に活用するための基礎的な知識・技術の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とちぎ ICT 推進プラン 2016～2020 

2 つの基本目標を定め、 

方向性の実現を目指す 

ICT 施策の方向性と基本目標 

ICT 施策の方向性 ICT による県民のくらしの質の向上 

2 産業振興 

 ★県内企業の成長支援 ★観光業の振興 ★農業の振興  など 

今後取り組む ICT 関連施策 

3 保健・医療・福祉 

 ★保健・医療・福祉情報の発信  など 

1 教育 

★デジタル教材の活用 ★ICT を活用した学習の推進  など 

基本目標 2 

ICT を活用した行政運営 

の効率化 

基本目標 1 

ICT を活用した県民の 

利便性の向上と活力の創出 

２ 

携帯電話利用可能世帯率※

概ね 100％（H30.3 末） 

スマートフォン世帯普及率

76.0％（H29.12 末） 
インターネット利用者の割合

79.3％（H29.12 末） 

栃木県の情報通信の現状 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 産業振興 ★県内企業の成長支援 「栃木県 IoT 推進ラボ」 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅱ ICT を活用した行政運営の効率化 

○ 行政経費の節減と効率的な行政運営を行っていくことが必要であり、ICT の活用

により行政運営の効率化を推進します。 

○ 情報セキュリティ対策の強化に取り組みます。 

○ 災害時等にも業務の継続性が確保される情報システムの運用に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 業務の効率化と情報システムの最適化 

 ★共同利用型基盤の運用・管理 ★ビッグデータの活用 

 ★庁内保有データの活用 ★ICT 活用推進人材の育成  など 

4 防災・安全 

 ★防災情報の発信 ★ 防犯情報の発信 ★交通安全・事故情報の発信  など 

6 県政情報・行政手続 

 ★県政情報の発信 ★電子行政サービスの提供  など 

5 環境・くらし 

 ★環境情報の発信 ★くらしの情報発信 ★県民の ICT 利活用への支援  など 

2 情報セキュリティの強化  

3 災害等に強い情報システムの確立 

 ★災害時等における ICT 部門の業務継続 
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【評価指標一覧】

評価指標 基準値
平成29(2017)年度

実績値
目標値

1

「情報モラルなどを指導する能
力」について「わりにできる」
「ややできる」と回答した教員
の割合

81.5％
(平成26(2014)年度）

84.3％
85％

(平成32(2020)年度)

2
IoT等導入企業数（今後新たに
IoT推進ラボを通じて導入する企
業数）

０社
(平成29(2017)年度は
IoT推進ラボ未設置）

同左
30社

(平成30(2018)～
32(2020)年度)

3
とちぎ旅ネットのアクセス件数
累計

1,376万件
(平成22(2010)～
26(2014)年度)

914万件
(平成28(2016)～
29(2017)年度)

1,600万件
(平成28(2016)～
32(2020)年度)

4
とちぎファーマーズチャレンジ
ネットのアクセス件数

52万5,000件
(平成26(2014)年度)

94万件
100万件

(平成32(2020)年度)

5
外国人住民のための多言語携帯
メールの登録者数

1,570人
(平成26(2014)年度)

2,523人
2,200人

(平成32(2020)年度)

6
県庁ホームページのアクセス件
数累計

3,695万件
(平成22(2010)～
26(2014)年度)

2,036万件
(平成28(2016)～
29(2017)年度)

4,000万件
(平成28(2016)～
32(2020)年度)

7
「オープンデータ・ベリーとち
ぎ」掲載データ種類

107種類
(平成26(2014)年度)

176種類
250種類

(平成32(2020)年度)

8 電子申請システム等利用件数
71,667件

(平成26(2014)年度)
82,580件

100,000件
(平成32(2020)年度)

9 マイナンバーカード交付率
9.7％

(平成29(2017)年度）
同左 交付率の増加

10
共同利用型基盤の構築による
サーバ集約

対象サーバ
196台

(平成28(2016)年度)
93台

7台
(平成32(2020)年度)

栃木県経営管理部情報システム課 

〒320－8501 栃木県宇都宮市塙田 1－1－20 

県庁舎本館 5 階 

電話番号：028-623-2220  

ファックス番号：028-623-3135 

Email：joho@pref.tochigi.lg.jp 

http://www.pref.tochigi.lg.jp/b09/ 

○ プランに掲げる取組の進捗状況については、副知事を本部長（CIO）とする栃木県

情報化推進本部において、当該年度の計画と前年度の実績をまとめたアクションプ

ランを毎年度作成・公表し、進行管理を行います。 

○ 地域情報化の円滑かつ着実な推進のため、県と市町が連携して対応していきます。 

プランの推進体制 

４ 


